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1. はじめに
オープンサイエンスは多義的である。トップダウ

ンの科学技術政策としてのオープンサイエンスは、
「公的資金による研究成果を社会に開放すること」を
原義とする1）。2016 年度から 5 か年の第 5 期科学
技術基本計画においては、オープンサイエンスは学
術論文のオープンアクセス化と研究データのオープ
ン化を含む概念と定義された。ここでいう「オープ
ン」は、Open Definition2）において定義された通
り、「作品に誰もが自由にアクセスでき、作品を自由
に再利用、改変、再配布できること」を意味する。

第 5 期科学技術基本計画は、研究の基礎データを
市民が提供したり、観察者／入力者／分析者として研
究プロジェクトに参加したりするシチズンサイエン
ス（市民参加型科学 citizen science）3〜5）にも言及
している。また、大学・研究機関において研究者個人
に配分される基盤的研究費が削減され、外部資金獲得
への圧力が強まる中、市民から研究資金を調達するク
ラウドファンディングが研究者にとって魅力的な資
金源となっている。これらは、ボトムアップのオープ

ンサイエンスを構成するアクションである。トップダ
ウンとボトムアップのアクションは一見異なるが、学
術界と社会の接合と協働を志向するという点で共通
している。

学術界と社会の接合と協働に基づく学術研究
の方法論として、トランスディシプリナリー研究

（transdisciplinary research）というアプローチが
提案されている6〜9）。日本では TD 研究、超学際研究、
超域研究あるいは社会協働研究とも呼ばれるこのア
プローチは、現実世界の難題（wicked problem）に
対処するために、複数分野の研究者と政府・自治体、
企業、NPO、地域住民など社会の多様な主体がチー
ムを形成して知識経験を持ち寄り、立場を超えた対
話と熟議を通して研究計画の共同立案（co-design）、
知識の共同生産（co-production）、成果の共同展開

（co-dissemination あるいは co-delivery）を行う
ことを特徴とする10）。共同研究のプロセスにおいて、
研究者は社会の主体に科学的・専門的知識を一方的
に提供するだけではなく、社会に備わる様々な実践的
知識から学びを得て、互いに学び合う姿勢（mutual 
learning）を持つことが重要である11）。

社会の多様な主体との協働によるオープンサイエンスの実現に向けた課題を多角的に検討することを
目的として、2017 年 1 月に、大学・研究機関、行政機関、図書館、企業等からの参加者 37 名による対
話型のマルチステークホルダー・ワークショップを実施した。グループ対話を通して、（1）オープンサ
イエンスの取組は、各研究分野の慣習を尊重して定める必要があること、（2）シチズンサイエンスには、
データ基盤の共同構築と社会転換のためのアクションという二つの役割があること、（3）研究者コミュニ
ティと社会の知識体系を双方向的に連環する橋渡し人材を魅力的な仕事として確立する必要があること、
などの知見を得た。ワークショップ開催から 2 年余りを経て、オープンサイエンスと社会課題解決の概念
的関係性が整理され、シナジー（相乗効果）が起こりつつある。そこで本稿では、ワークショップの成果
を振り返るとともに、その後の展開に照らして、ワークショップで得られた予察の検証を試みる。
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まず「データをどう公開するか」というテーマに関
しては、オープンデータが既に慣習化されている分野
と、オープンデータ化に当たって人権や個人情報保護
への配慮が必要な分野では、データのオープン化の意
味合いが全く異なるため、研究分野ごとの慣習を尊重
しつつ、オープンデータに新規に参入の関心を持つ仕
組みを作ることの重要性が指摘された。

次に「インセンティブと抑止効果」というテーマ
に関しては、経済的インセンティブとして、データを
オープン化することにより機器やデータリポジトリ
の利用料が減免される仕組みや、助成金の終了後も
データの保存・管理を継続する仕組みなど、研究者が
抱える困難を解決する代わりにデータ公開を促す仕
組みが提案された。評価システムに関しては、データ
のダウンロード件数などを業績として評価し顕彰す
る仕組み作りが必要であることが指摘された。また、
データの不正利用の防止に関しては、データの盗用や

近年、情報通信技術（ICT）や社会起業などの知識・
技能を持つ市民エンジニアが政府・自治体のオープ
ンデータ（オープンガバメントデータ）を活用して、
社会課題の解決に取り組むシビックテックの動きが
活発になっている12〜14）。今後、研究者と市民エンジ
ニアが、社会の多様な主体と協働することにより、研
究データのオープン化とシチズンサイエンスを結び
付け、イノベーティブな課題解決に資するオープンサ
イエンスの実現が期待される。しかし、その具体的方
法や問題点を明らかにするに足る事例が十分に蓄積
するには至っていない15）。

2. マルチステークホルダー・ワークショップ
そこで、社会との協働による課題解決を進めるに当

たってのオープンサイエンスの意義と政策上の課題
を多角的に検討するために、2017 年 1 月に京都の
総合地球環境学研究所（以下、地球研）において、大
学・研究機関、文部科学省などの中央省庁、地方自治
体、図書館、企業等からの参加者 37 名によるマルチ
ステークホルダー・ワークショップを実施した。ワー
クショップの方法として、社会の多様なセクターの識
者との対話と熟議を通じて科学技術の未来を予測す
るフォーサイト16）の手法を取り入れつつ、グループ
対話（図表１）のテーマと時間割を参加者が自分たち
で決めるアンカンファレンスを採用した。

当日のグループ対話のテーマは、「データをどう公
開するか」、「社会をどう巻き込むか」、「インセンティ
ブと抑止効果」に大別される（図表２）。以下、テー
マごとに、グループ対話で見いだされた知見と課題を
要約する。

図表１　ワークショップにおけるグループ対話の様子

図表 2　ワークショップの総括
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不適切な引用を取り締まる仕組みや、データの追跡可
能性（トレーサビリティー）が課題となることが提起
された。

さらに、「社会をどう巻き込むか」というテーマに
関しては、シチズンサイエンスにはデータ基盤の共同
構築と社会転換のためのアクションという二つの役
割があるという指摘がなされた。ここでいうデータ基
盤とは、第一義的には研究者と市民が協働するための
プラットフォームを意味するが、結果的に公開データ
を保存する場としての使用例も想定される。オープン
サイエンスが切りひらく社会への転換に向けたアク
ションについて、市民との協働に際しては、研究者が
一方的に研究を主導して市民からデータの提供や分
析への協力を得るのではなく、市民の自発的活動を促
すエンパワメント（権限付与あるいは能力開化）が重
要であるという指摘もなされた。市民ないし社会を巻
き込むには、関心の高い分野や、食や健康のように誰
もが関わりを持つ分野から始めて、生物多様性や環境
保護といった研究に関連づけていくアプローチをと
るのが望ましい。また、研究データを扱う人材も含め
て、学術界と社会の知識体系の双方向的な橋渡しを担
う人材はオープンサイエンスの推進にとって重要で
ある。したがって、橋渡し人材を魅力的な仕事として
確立する必要があるが、橋渡し人材の役割は目的に
よって異なるので、橋渡し役は必ずしも 1 人でなく、
多様な人材が橋渡し役となりうるという予察を得た。

3. その後の展開
ワークショップの開催後、地球研ではコアプロジェ

クト「環境社会課題のオープンチームサイエンスにお
ける情報非対称性の軽減」（2018〜2020 年度、通称
オープンチームサイエンスプロジェクト）が立ち上が
り、オープンサイエンスと社会課題解決の概念的関係
性の整理を進めている。この研究は現在進行中である
が、ワークショップから 2 年余りが経過した現時点
での状況17）に照らして、ワークショップで得られた
予察を検証してみた。

3-1　オープンデータ化の障壁とソリューション
ワークショップでは、オープンデータ化に当たって

研究分野ごとの慣習を尊重することの重要性が指摘
された。オープン化の度合いは、もともとその分野が
データの共有を前提として成り立っているかどうか
によるところが大きい。地球研その他の文理融合型プ
ロジェクトに対する聞き取り調査を進めたところ、そ
もそも「データ」の意味するところが分野によって異
なることがわかってきた。例えば自然科学系の実験で

は、ある一定の手順（プロトコル）に従えば誰が取っ
ても同じデータが得られるはずだが、人文科学の資料
調査ではデータ入力者の解釈が入るため、入力者の知
識経験によって入力値が異なりうる。分野によるデー
タの取扱いの違いを意識し、他分野の流儀を尊重する
ことは、異分野連携により社会課題の解決を志向する
TD 研究にとって不可欠である。

研究データのオープン化には、データ利用者に引用
せずに利用される可能性や先に論文を出版される可
能性に対するデータ提供者の抵抗感があることが、日
本版アンケート調査によっても裏付けられた18）。こ
の傾向は特に、研究ポストをめぐる熾

し
烈
れつ

な競争にさら
されている若手研究者に根強い19）。研究キャリアを
賭ける成果業績の源泉であるデータを競争相手に奪
われたくないという防御的心理が働くのは、人間とし
て自然なことである。そこで厳密な意味での「オープ
ン」に代わる現実解として、計算機も人間も発見可能

（findable）・アクセス可能（accessible）・相互運用
可能（interoperable）・再利用可能（reusable）で
あることを条件とする FAIR データ原則20）が提案さ
れ、デファクト・スタンダードになりつつある。将来
的に、この原則が字義通りの公正性（fairness）の担
保となることに期待したい。

オープンリサーチデータを推進するための仕組
みとしては、国立情報学研究所オープンサイエンス
基盤研究センターが、Open Science Framework

（https://osf.io）をベースとする研究データ管理基盤
「GakuNin RDM」を開発中である21）。この管理基盤
が、質的に異なる研究データの品質管理や構造化に対
応するものとなることに期待したい。また、シチズン
サイエンスにおけるデータ基盤の共同構築に資する
ものとなることも期待したい。

3-2　オープンサイエンスと社会課題解決のシナジー
ワークショップでは、シチズンサイエンスにはデー

タ基盤の共同構築に加えて、社会転換のためのアク
ションという意味合いがあることも指摘された。この
点に関しては昨今、市民が行政と協働して、地域の
課題を主体的に解決するオープンガバナンスの動き
が広がりを見せている22、23）。先述のシビックテック
は、その実現手段の一つと位置づけることができる。
シビックテックでは、多様なバックグラウンドを持つ
参加者の自由で斬新な発想から、思いもよらない解決
策が生まれることがあり、イノベーティブな社会課題
の解決法として活用が期待される。

一方、政策としてのオープンサイエンスは、オー
プンリサーチデータをオープンイノベーションにつ
なげることをねらいとしており、TD 研究はその経路
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の一つとしてイノベーティブな社会課題の解決を指
向している。しかし、オープンリサーチデータと TD
研究の間にはまだ〈へだたり〉がある。この〈へだた
り〉を橋渡しするのが、社会転換のためのアクション
を志向するシチズンサイエンスである。オープンガバ
メントデータをイノベーションに結びつけるシビッ
クテックの手法をシチズンサイエンスに採り入れるこ
とにより、オープンリサーチデータを社会課題解決に
結びつけるオープンサイエンスが実現する（図表３）。

筆者らは、この予察を更に発展させ、データだけで
なく情報・知識・知恵24）をも含む〈知〉の総体を開
放することにより社会課題の解決を図る方法論の構

築に取り組んでいる（図表４）。この方法論を、ここ
ではオープンチームサイエンスと呼ぶ。オープンチー
ムサイエンスは、〈知〉の総体を開放するオープンサ
イエンスと、学術界と社会の〈へだたり〉を超えてつ
ながる TD 研究のシナジー（相乗効果）によって形作
られる17）。
〈知〉の総体を開放するということは、学術研究の

知識生産システム自体を開放することを意味する。こ
れがオープンサイエンスの本質である。知識生産シス
テムの開放の一部をオープンリサーチデータが担い、
それは FAIR データ原則に従って実現される。他方、
シビックテックは〈へだたり〉を超えてつながるため

図表 3　イノベーティブな社会課題の解決に至る二つの経路

図表 4　オープンサイエンスと TD 研究の概念的関係性

出典：参考文献 26）図 5 を改訂
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の手段と位置づけられる。シビックテックを社会課題
解決に取り入れる際には、声の小さい主体の参加とエ
ンパワメントに特に留意する必要がある。

この図式を現実世界の難題に対処するためのワー
クフローに当てはめると次のようになる。まず、オー
プンリサーチデータをインプットとして、研究者と社
会の多様な主体（実務者）がチームを組んで知識生産
と行動を進め、シビックテックを活用してソリュー
ションを共創する。その過程で知識生産と行動のため
のネットワーク（Knowledge Action Network；略
して KAN）が形成される。そして課題が解決すると
き、ソーシャルイノベーションが実現する。これらの
活動の経験は、次の課題解決のためのインプット・リ
ソースとしてフィードバックされる。

このワークフローにおいて、知識生産と行動の入口
（input）と出口（output）において伝達される情報
は、異なる知識体系をもつ主体の理解を促すために可
視化してわかりやすく伝える必要、すなわちトラン
スレーション（翻訳）を行う必要がある。このとき、
対話と情報の可視化を通じて知識の双方向トランス
レーション25）を担うのが「橋渡し人材」である。こ
の橋渡しを担う役割が、研究者と市民エンジニア双方
に期待されよう。

4. 結びにかえて
今回のワークショップは、オープンサイエンスの政

策担当者と、シチズンサイエンスに取り組む研究者、

及びオープンサイエンスに関心のある多様な主体が
一堂に会するマルチステークホルダー・ワークショッ
プとなった。グループ対話とそのラップアップという
プロセスを経ることによって、参加者個々人の社会経
済的地位が〈非表示〉になり、個人の自由な発想に基
づく集合知が形成された。その結果、オープンサイエ
ンスの実現には、学術研究によって生産される専門的
知識と、社会の多様な主体に備わっている実践的知識
を結びつける研究理論と人材が必要である、という認
識が共有された。このことが、オープンサイエンスと
TD 理論を融合させたオープンチームサイエンスの方
法論の構築に取り組むきっかけとなった。さらに、〈公
正性〉や〈参加とエンパワメント〉といったオープン
チームサイエンスの理論を構成する重要概念も、ワー
クショップから抽出できた。今後は、国内外における
オープンサイエンスと社会課題解決志向研究の動向
を注視しつつ、理論と実践を往還しながら、オープン
チームサイエンスの方法論のさらなる改良と普及を
図っていく所存である。
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